
令和４年度事業計画 

     

 公益財団法人島根県市町村振興協会は、市町村振興宝くじの収益金等を活用して島根県

内の市町村を支援する事業を行い、もって住民福祉の増進に資するというこの法人の目的

を達成するため、令和４年度事業計画を次のとおりとする。 

 

事 業 別 予 算 総 括 表 

（単位 千円） 

事 業 名 令和４年度 

当初予算案 ａ 

令和３年度 

当初予算額 ｂ 

差引増減 

a－b 

１ 市町村への資金貸付事業 970,000 902,000 68,000 

２ 新市町村振興宝くじ交付 

金の交付事業 

129,424 126,576 2,848 

協

会

自

主

事

業 

３ 市町村職員人材育成 

支援事業 

89,200 89,000 200 

４ 市町村振興支援事業 268,950 146,550 122,400 

５ 調査研究・情報提供 

事業 

3,000 3,000 0 

小  計 361,150 238,550 122,600 

６ その他事業 

  （宝くじ広告） 

2,200 2,200 0 

７ 事 務 費 13,350 14,381 △1,031 

合   計 1,476,124 1,283,707 192,417 

注）令和３年度予算では、７月・８月大雨、台風被害に係る補正予算「被害者生活再建支援交付金事業」に１７０，００

０千円を増額しているが、上表は予算規模比較のためこれを除き当初予算での対比としている。 



 

※（ ）内は前年度予算額からの増減を表します。 

 
１ 市町村への資金貸付事業（説明資料１～３） 

【予算額９７０，０００千円（＋68,000千円）】 

 

 市町村に対し、災害時における緊急融資事業及び災害防止対策事業並びに緊急に整備

を要する施設等整備事業に対して、資金貸付を行う。 

 

（１）貸付計画 

  ①貸付予算額  ９億７千万円 

 

  ②貸付対象事業  

   ア 災害時における緊急融資事業 

   イ 災害防止対策事業及び緊急に整備を要する施設整備事業 

 

  ③貸付条件 

種 類 短期貸付 長期貸付 

償還期限 同一会計年度内 (ア) ５年以内(うち、据置期間１年以内) 

(イ)１０年以内(うち、据置期間２年以内) 

(ウ)１２年以内(うち、据置期間２年以内) 

(エ)１５年以内(うち、据置期間３年以内) 

(オ)２０年以内(うち、据置期間４年以内) 

償還方法 一括 半年賦元金均等償還 

貸付利率 (一財)全国市町村振興協会理事長が定める利率（※）と同率 

貸 付 日 市町村と協議 ２０２３年３月２４日 

（参考）令和３年１２月３１日現在の貸付利率 

    5・10年以内0.10％、12年以内0.11%、15年以内0.20%、20年以内0.30%



（２）償還計画 

  当年度における貸付金の元金償還額及び貸付利息、並びに当該事業資金に係る全国 

市町村振興協会への返済額及び支払利息は次のとおりである。 

(単位：千円) 

市町村からの償還額 全国協会への返済額 本県協会への返済額 

１,２９７,９６５ ２９５,３８７ １,００２,５７７ 
内

訳 

元 金 １,２７８,８２６ ２９０,１３３ ９８８,６９２ 

貸 付 ( 支 払 ) 利 息 １９,１３９  ５,２５４ １３,８８５ 

 

 

２ 新市町村振興宝くじ(ハロウィンジャンボ)交付金の交付事業（説明資料４） 

【予算額１２９，４２４千円（＋2,848千円)】 

  

 島根県から交付されるハロウィンジャンボ宝くじ収益金を、市町村が行う公共事業等

地方財政法第３２条に定める事業の財源として交付する。 

   交付金の市町村への配分は、交付規程に基づき、均等割５０％、人口割５０％によ  

り配分する。 

 

      交付実績額の推移 

  年度        実績額（千円） 

Ｒ１年度 

Ｒ２年度 

Ｒ３年度 

１１２，７７０ 

１０７，４１３ 

１４３，０１０ 

 

 

３ 市町村職員人材育成支援事業       【予算額８９，２００千円（＋200千円）】 

 

社会情勢が大きく変化する中、人口減少対策、急速なＤＸ化への対応、感染症対策な

ど市町村における行政課題は多様化かつ複雑化しており、職員の行政遂行能力の向上が

急務となっている。 

このため市町村職員等の政策形成能力育成や必要な知識習得を目的に各研修機関等が

実施する市町村職員等向け研修の実施経費及び受講経費等を補助する。 



（１）島根県自治研修所委託費の補助事業（説明資料５） 

【予算額44,200千円（＋200千円）】 

 

  県内市町村職員研修の充実と職員の受講促進を図り、公務員としての高い倫理観と使

命感を持ち、本格化する分権型社会を担うと共に時代の変化に的確に対応できる人材の

育成に資することを目的として、市町村が職員の研修を島根県自治研修所に委託する際

の委託費の全額を補助 

 

（２）島根県市町村総合事務組合研修事業費の補助事業（説明資料６） 

               【予算額24,000千円（±0千円）】 

 

  県内市町村職員が職員として必要な専門知識の修得や課題解決に向けた政策形成能力

の向上に資することを目的として、島根県市町村総合事務組合が実施する市町村職員研

修の実施に要する経費を補助 

 

（３）市町村職員研修受講経費等の補助事業       【予算額21,000千円（±0千円）】 

 

   以下の研修受講経費等を補助 

 

   ①自治大学校等研修機関研修受講費補助金（8,000 千円） 

県内の市町村、一部事務組合及び広域連合の職員が、職務を遂行するために必要と

なる高度で専門的かつ実務的な能力や国際化に対応する能力の向上に資すること

を目的として、自治大学校、市町村職員中央研修所、全国市町村国際文化研修所が

実施する研修や海外研修に市町村職員を派遣する経費を補助 

 

②市町村職員等研修会開催費補助金（2,000 千円） 

県内の市町村、一部事務組合及び広域連合の首長や職員、議員等を対象に島根県市

長会、島根県町村会、島根県市議会議長会、島根県町村議会議長会が行う研修会開

催経費を補助 

 

③市町村職員人材育成総合交付金 （11,000 千円） （説明資料７） 

    市町村の主体的な人材育成の取組への支援及び職員自らが主体的に学び、資質向

上・資格取得などを通じて公務の職場で生き生きと活躍できる人材として成長す

るために参加する研修への支援を行うため、既存の補助対象となる研修を除く研

修の受講または市町村自ら実施する場合に要する経費を助成 

    （助成額 上限額１市町村５０万円及び特別枠） 



４ 市町村振興支援事業       【予算額２６８，９５０千円（△47,600 千円）】 

 

  県内市町村が共通する行政課題に対して、ともに問題解決に向けて共同して行う市町

村の振興に資する事業を支援する。 

 

（１）被災者生活再建支援交付金事業（説明資料８）  【予算額61,200千円(△158，800）】 

 

  自然災害による家屋被害のうち、国の被災者生活再建支援法の対象とならない規模の 

家屋被害について、県と共同して生活再建に係る経費を被災市町村に対して補助 

（全市町村が共助により負担する4／10の部分） 

 

(２)協働のまちづくり事業助成金事業          【予算額 38,260千円(±0)】 

 

 人口減少、少子・高齢化、定住対策などそれぞれの地域が抱える課題の解決に向けて、

市町村及び地域団体と地域住民とが協働で実施するまちづくり事業の推進を目的に市

町村へ助成 

 （助成額 上限額１市町村２００万円） 

 

（３）新規 新たな「移住・定住」推進プロジェクト事業（説明資料９） 

【予算額 52,000千円（新規）】 

 

 各市町村においてこれまでにない視点で取り組む「新たな移住・定住推進の事業（人口

増に向けた対流拡大と人材創出を目的とする実践活動）について助成 

（事業期間 令和4年度～8年度  助成額 上限額期間内１０００万円） 

 

（４）新規 「自治体ＤＸ」体制整備事業（説明資料１０） 

【予算額 32,000千円（新規）】 

 

 市町村における「自治体ＤＸ」に向けた取り組みについて、自治体ＤＸ計画の策定やデ

ジタル人材の配置、養成その他計画推進に必要な経費について助成 

（事業期間 令和4年度～6年度  助成額 上限額期間内５００万円） 



 

（５）継続拡充 市町村デジタル化設備整備費補助（説明資料１１） 

【予算額 22,000千円（＋11,000千円】 

 

  令和2年度から「市町村テレビ会議システム設備整備費補助金」を創設し、テレビ会議

に係る設備の導入を支援してきたが、行政のデジタル化への対応が一層求められている

状況を踏まえ、行政業務全般に係るデジタル設備を対象に加え拡充して支援 

（事業期間 令和4年度～6年度  助成額 上限額１市町村１００万円） 

           

（６）市町村共通課題対策事業（説明資料１２～１３） 【予算額18,600千円(5,200千円)】 

 

①地域づくり団体全国交流会開催支援事業（1,400千円） 

平成６年度から全国の地域づくりに取り組む民間団体、行政関係者等が相互の情報交

換等行い地域活性化を図るため標記交流会が全国持ち回りで開催されており、島根県は

令和５年度の開催県となっている。 

この大会を成果あるものとするため、今年度は開催県である長崎県の開催状況調査に

要する経費について、事務局となる地域づくり団体全国研修交流会島根大会実行委員会

に対して所要経費を補助 

 

②島根県公共工事積算共同利用システム整備事業（17,200千円） 

県内で発注する公共事業の積算業務の効率化及び統一化を目的とし、県内全ての自治

体等が参加する「島根県公共工事共同積算システム」の運用を管理する「島根県公共事

業共同利用システム運営協議会」に対してそのシステムの改修に係る経費を補助 

 

（７）島根県市町村振興センター運営費等補助事業        【予算額 34,000 千円(±0)】 

 

島根県市町村振興センターの円滑な運営と市町村の振興と地域の活性化に資すること

を目的として。センター運営費及び市町村振興にかかる事業費を、同センターを管理運

営する島根県市町村総合事務組合に補助 

 

（８）一般財団法人地域活性化センター会費補助事業      【予算額 1,890 千円(±0)】 

 

地域づくり、地域産業おこし等の地域社会活性化のための情報提供や支援事業を行っ

ている一般財団法人地域活性化センターへの県内１９市町村分会費の補助 



(９)一般社団法人しまね地域医療支援センター地域医療確保等活動費助成事業 

（説明資料１４）               【予算額 9,000 千円（±0 千円)】 

 

 県内の深刻な医師不足に対応するため、若手医師の県内定着を促進する取り組みを支援

することを目的に、一般社団法人しまね地域医療支援センターが実施する地域医療確保等

活動費の市町村負担分について助成 

（平成２９年度から令和５年度まで７年間助成予定） 

 

 

５ 市町村の振興に関する調査研究及び情報提供事業 

 【予算額 3，000 千円（±0 千円】 

 

 

（１）市町村データブック発行事業          【予算額 1,000 千円（±0 千円）】 

 

自治振興に資する目的で、県内１９市町村の行政情報及び統計情報を調査・収集・   

編集した「市町村データブック」の作成・発行・Web サイト掲載 

 

（２）共通課題・共同処理課題検討事業        【予算額 2,000 千円（±0 千円）】 

 

  人口減少対策や自治体ＤＸへの対応など県内市町村に共通する課題や共同処理をすべ

き課題の解決に向けて、必要な先進事例の情報交換や情報共有を図るための研修会等の

開催 

 

 

６ その他事業                  【予算額 2,200 千円（0 千円）】 

 

市町村振興宝くじの普及宣伝のため、新聞及び市町村広報誌への広告掲載、協会紹介

パンフレットの作成・配布などの広報活動を行う。 

 

 



【事業実施のための財源】

令和４年度
宝くじ交付金

宝くじ交付金
の積立基金

償還元金 基金運用益等

970,000 △ 18,692 988,692

129,424
ハロウィンジャンボ

３市町村職員人材育成
支援事業 89,200 89,200

４市町村振興支援事業 268,950 112,398 152,692 3,860

５調査研究・情報提供
事業 3,000 2,000 1,000

361,150 203,598 152,692 - 4,860

サマージャンボ

2,200 2,200

13,350 13,350

1,476,124 333,022 134,000 988,692 20,410

（単位　千円）

予算額
財　　　源　

　島根県からの宝くじ交付金及び交付金の積立基金、償還元金、基金運用益等（貸付金利息な
ど）を財源とする。

129,424

事　　項

１市町村への資金貸付事業

２新市町村振興宝くじ交付金
の交付事業

 小　　計

６その他事業
（宝くじ広告）

７事務費

合計

協
会
自
主
事
業


